
新型コロナウイルス感染症で影響を受ける医療機関の皆様への主な支援制度

相談窓口

連絡先 電話番号 対応時間

給付金

(国)
①持続化給付金 売上が前年度同月比50％以上減少した企業(資本金10億円以上の大企業除く) 法人は200万円以内、個人事業者は100万円以内

中小企業庁　持続化給付金コール

センター
0120-115-570 毎日　8:30～19:00

給付金

(県)
②石川県経営持続支援金 国の持続化給付金(上記①)を受けた事業者 中小企業は50万円、個人事業主は20万円

県事業者支援ワンストップコール

センター
076-225-1920 毎日　9:00～18:00

給付金

(国)
③家賃支援給付金

5～12月の売上が1カ月で前年同月比50%以上減少又は連続する3カ月の合計

で前年同期比30％以上減少の中堅企業、中小企業、個人事業者

申請時の直近の支払家賃(月額)をもとに6カ月分の家賃を支援　※法人最大600万

円、個人事業主最大300万円

中小企業庁

家賃支援給付金

コールセンター

0120-653-930 毎日　9:00～19:00

給付金

(県)
④石川県家賃支援給付金　※検討中 国の家賃支援給付金(上記③)を受けた事業者 中小企業は最大150万円、個人事業主は最大75万円

県事業者支援ワンストップコール

センター
076-225-1920 毎日　9:00～18:00

給付金

(国)
⑤雇用調整助成金　※特例措置

新型コロナウイルスの影響に伴い、最近1カ月の売上が5%(3月以前は10%)以

上低下した企業で休業手当を支払い従業員を一時的に休業させた企業など

休業手当相当額に対して中小企業は4/5､大企業は2/3

解雇を行わなかった場合、中小企業は10/10､大企業は3/4

学校等休業助成金・支援金、雇用調

整助成金コールセンター
0120-60-3999 毎日　9:00～21:00

給付金

(国)
⑥小学校休業等対応助成金・支援金

小学校等の休校により子供の世話を行う労働者に対し、有給の休暇(労働基準

法上の年次有給休暇を除く)を与えた企業など

労働者雇用する事業主：休暇中に支払った賃金相当額に対し10/10

委託を受けて個人で仕事をする方：就業できなかった日について7,500円/日(定額)

学校等休業助成金・支援金、雇用調

整助成金コールセンター
0120-60-3999 毎日　9:00～21:00

補助金

(国)
⑦新型コロナウイルス感染症対応従事者慰労金

・新型コロナウイルス感染症に対する医療提供に関し、都道府県から役割を設

定された医療機関や、その他の医療機関に勤務し患者と接する医療従事者や職

員

（対象：R2年2月21日～6月30日の間に10日間以上勤務）

※医療従事者や職員には、医療機関等に直接雇用される職員のほか、派遣労働者、業務委託受託

者の従事者を含みます。

都道府県から役割を設定された医療機関等に勤務し患者と接する医療従事者や職員

・実際に、新型コロナウイルス感染症患者に診療等を行った医療機関等である場合

一人20万円

・上記以外の場合　一人10万円

その他病院、診療所、訪問看護ステーション、助産所に勤務し患者と接する医療従

事者や職員　一人5万円

コールセンター 未定 未定

補助金

(国)

⑧新型コロナウイルス感染症を疑う患者受入れ

のための救急・周産期・小児医療体制確保事業

（保険医療機関）

新型コロナウイルス感染症が疑われる患者が、感染症指定医療機関以外の救急

医療機関等を受診した場合にも診療できるよう、体制確保を行う。

※医療機関・薬局等における感染拡大防止等支援事業との重複受給不可

99床以下の医療機関　20,000,000円

100床以上の医療機関　30,000,000円

以降、100床ごとに10,000,000円を上限額に追加

県地域医療推進室 076-225-1449 平日　9:00～17:00

補助金

(国)

⑨医療機関・薬局等における感染拡大防止等支

援事業（保険医療機関）

感染拡大防止のための幅広い取組みを実施する保険医療機関

※同一物品等について、感染防止対策支援金（中堅・中小企業・個人事業主）との重複受給不可

病院　上限２００万円＋病床数×５万円

有床診療所　上限２００万円

無床診療所　上限１００万円

コールセンター 未定 未定

補助金

(県)

⑩感染拡大防止対策支援金（中堅・中小企業・

個人事業主）

感染拡大防止策を拡充させたい中堅・中小企業等(個人事業主含む)

※医療機関・薬局等における感染拡大防止等支援事業との重複受給不可

上限50万円(補助率4/5)　※補助対象経費：飛まつ感染防止用具等の資材等を新

たに導入するために係る経費

県事業者支援ワンストップコール

センター
076-225-1920 毎日　9:00～18:00

融資

(県)
⑪新型コロナ感染症緊急特別融資

最近2週間から1カ月の売上が前年同期比20％以上減少した または セーフ

ティネット保証4号、5号危機関連保証の認定を受ける中小企業など

融資限度額 8,000万円 利子 1.00％（4,000万円(※)以内は当初3年間無利子）

返済期間   10年以内（元本の据置5年以内)
県経営支援課 076-225-1522 平日　9:00～17:00

融資

(国)
⑫医療貸付事業

当貸付事業の融資対象施設を経営している事業者の方であって、新型コロナウ

イルスの感染等当該施設の責めに帰することができな理由により事業の継続に

支障がある方

融資限度額   病院7.2億円、診療所等4,000万円」又は「当該医療機関の前年同月

からの減収の１２か月分」の高い方

利子  0.2％（当初５年間（病院１億円、診療所等4,000万円）を超える部分及び６

年目以降の部分）

返済期間   15年（元本の据置5年以内）

独立行政法人福祉医療機構 0120-343-863

融資

(国)
⑬新型コロナウイルス感染症特別貸付

最近1カ月の売上が前年または前々年同期比5％以上減少した中小企業、小規模

事業者

融資限度額   中小企業6億円  小規模事業者8,000万円

利子   金額に応じて異なりますので、個別にご確認ください

返済期間   15年（元本の据置5年以内）

融資

(国)

⑭新型コロナウイルス対策マル経融資（小規模

事業者が対象）

最近1カ月の売上が前年または前々年同期比5％以上減少した中小企業、小規模

事業者

融資限度額 1,000万円　利子1.21 (当初3年間0.31％)

返済期間 7年（元本の据置3年以内）

税の

猶予

⑮国税・地方税の納税猶予、社会保険料の納付

猶予
収入が前年同期に比べて概ね20％以上減少している中小企業など

令和2年2月1日から令和3年1月31日までに納期限が到来する国税､地方税､社会保険

料について､納税・納付が困難な方に限り申請により納税・納付を1年間猶予(担保不

要・延滞金なし)

金沢国税局 税猶予相談センター､各

年金事務所､県総合(県税)事務所､市

町税務担当課

税の

猶予
⑯固定資産税・都市計画税の軽減措置 収入が前年同期に比べて30％以上減少している中小企業など

令和3年度課税の1年分に限り

・売上減少が30％以上50％未満   課税標準を2分の1に軽減

・売上減少が50％以上   課税標準をゼロ

市町税務担当課

※上記のほか、お住まいの市町において独自の施策がある場合があります


※政府系金融機関には、上記の他にも様々な融資制度があります

076-231-4275

076-263-7192

0761-21-9101

0570-060515

種類 支援制度名 主な要件 支援内容

日本政策金融公庫

　　金沢支店中小企業

　　金沢支店国民事業

　　小松支店国民事業

中小企業基盤整備機構

　　新型コロナウイルス感染症

　　特別利子補給制度事務局

国

県

県

県

国

国

国

国

国

国

国

国

国

同一物品等について重複受給不可

県


